
 
 

（別添１） 

 

【医科】 

問１ １（１）①の取扱いの対象となる医薬品について、一般名処方を行った場合、一般名

処方加算１及び２は算定できるか。 

（答）算定可。なお、今回の臨時的な取扱いについては、加算等の施設基準における新指標

の割合の算出等に係るものであり、一般名処方加算における後発医薬品のある医薬品の

取扱いを変更するものではない。 

 

問２ 後発医薬品使用体制加算について、１（１）①の取扱いにより令和３年８月診療分の

新指標の割合を算出し、当該加算の区分を判定し、令和３年 10 月 1 日までに必要な届

出を実施した場合、令和３年 10 月診療分から算定可能となるか。 

（答）そのとおり。ただし、１（１）①の取扱いにより算出した新指標の割合を用いた場合

に当該加算の区分が変更とならない場合は、変更等の届出は不要である。 

なお、外来後発医薬品使用体制加算についても同様であるが、直近３月分の新指標の

割合の平均により区分を判断することとなるため、令和３年６月診療分以降の新指標の

割合について、１（１）①の取扱いを行い、算出した割合を使用することができる。 

 

【調剤】 

問３ 後発医薬品調剤体制加算等について、１（１）①の取扱いにより令和３年６月から８

月の診療分の新指標の割合について、令和３年 10 月 1 日までに必要な届出を実施した

場合、令和３年 10 月診療分から算定可能となるか。 

（答）そのとおり。ただし、１（１）①の取扱いにより算出した新指標の割合を用いた場合

に当該加算等の区分が変更とならない場合は、変更等の届出は不要である。 

なお、令和３年６月診療分以降の新指標の割合について、１（１）①の取扱いを行い、

算出した割合を使用することができる。 

 

 

以 上 


